
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

77 50 85 達成 50

主
な
指
標

新規就農者数（名） 259 250 244 未達成 250

１等米比率（％） 97 95 96 達成 95

種なしぶどう（大
粒種）面積（ha）

1138 1160 1201 達成 1205

○長野県食と農業農村振興計画における達成指標等 23指標の成果目標をＨ29年度までに達成するため、普及活動計画に基づきH27年
度は全体の進捗率を85%（H22：55%）まで進捗させる。
指標例　　40歳未満の新規就農者数　H22：190人→H27：250人、コシヒカリの１等米比率　H22：91.3％→H27：95％
　　　　　　 種なしぶどう栽培面積　H22：537ha→H27：1,160ha　 　等
○農業者と食品産業等との新規契約取引成約件数　１年間に50件

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標 成果 達成状況

88

12,174 13,091

・契約取引を志向する農業者等を対象とした農産物取
引等に関する基礎知識習得研修会を開催した。

79 79 185

514 514 796

合計 61,669 56,795

85 87 達成

62,029

成果目標の達成状況

項目

指標平均進捗率(%)

事業番号 09 03 13 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 農業改良普及事業 担
当
課

部局 農政部

1　夢ある農業を実践する経営体の育成 実施期間 不明 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

・都道府県と国が協同して普及事業を助長することとしている。
・契約取引など新たなマーケティングに取り組む農業者の育成は、本県農業の発展に必須であり、
農業者の育成を担う普及事業の業務である。
農業改良助長法（国）、地域農業改良普及センターの設置に関する条例（県）、長野県食と農業農
村振興計画

課・室 農業技術課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail nogi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-3 夢に挑戦する農業

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

・　次代の農業・農村を担う人づくり、組織づくり、地域づくりを支援し、地域農業の振興と活性化を図る。
・　高度化する農業技術や環境と調和のとれた農業生産、多様化する流通・消費形態、高度情報化等に対応できる農業者を育成する。
・　食品産業界の要望する農畜産物を新たに生産し契約取引を行う農業者や産地を育成するとともに、農家所得の向上、ひいては本県農業
生産額の増加を図る。
○現場において直接農業者に接し、新品種・新技術の実証展示ほを活用した技術指導や経営改善指導等に関する普及活動を通じて、自
主的に課題解決に取り組む農業者を育成し、農業・農村の持続的な発展を図っている。
○また近年は、人農地プランづくりや農業の６次産業化への支援等新たな施策課題に対し、地域の中心となり課題解決に向け取組みを行っ
ている。
○食品企業等の実需者ニーズを的確に把握した契約取引を行う新たな産地づくりを推進するなど、時代に対応した普及活動を展開し、農業
者の所得向上を図っている。

農業改良普及事業費 直接
成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算） （当初）

農業改良普及運営費 直接
・　地域における課題を解決するため、県下１０所の農
業改良普及センターに普及指導員を配置し普及活動
を展開した。

47,846 44,028 47,957

・　担い手の育成・確保や農業関係試験場が開発した
新技術・新品種の普及、農業者の経営改善など協同
農業普及事業の実施に関する指針に基づいた普及活
動を展開した。

13,230

食品産業ﾀｲｱｯﾌﾟ産地育成事業
１ 契約取引できる農業者の育成

直接

64,499 61,669 62,029

２ 新品目等への技術支援 直接
・実需のニーズに応えて、契約取引を開始する上で必
要となる、新品目・新品種等の栽培技術及び経営指導
を実施した。

62,029
82.2

27年度 28年度

0 0

当初予算 59,523

補正予算 2,377 115

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの
財源

66,876 61,784

概　算
人件費

189.00 189.00 190.00

25,746 25,302

合計（A) 59,523

190.00

1,560,762

53,505 62,980 56,795

1,572,440

657 624 593 981

新規契約取引成約
件数(件)

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

引き続き、着実に農業改良普及事業を実施する。

目標に対
する成果
の状況

・２３指標に係る平均進捗率は、87%と目標を達成した。
・主な指標のうち、一等米比率及び種なしぶどう面積は、目標を上回り実需者からの信頼確保につながった。
・また、普及センターが生産者に商談会への積極的な参加を促すことより、新規の取引成約件数が目標の170%の達成となり、農産物の販路
拡大につながった。

 概算事業費（B（A）+C） 1,614,267 1,627,638 1,634,224 1,634,469

1,560,762 1,572,440

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越 0

24,758 26,736

34,108 40,506 35,889 34,312


